
 

 

 

東京都23区におけるオフィスビルの新規供給面積は、2021年と2022年は低水準の見込みであるが、2023年

以降は増加し、中でも2025年のオフィス供給面積は306万㎡で、2001年以降最大であった2003年の水準を上

回ると見込まれる。2026年以降も、大規模再開発事業の進捗がオフィス供給面積の増加に寄与すると考えら

れる。 
 
2025年のオフィス供給面積は2003年の水準を上回る見込み 

都市未来総合研究所「Office Market Research」によると、東京 23区におけるオフィスビルの新規供給面積

は、2021年と 2022年は 100万㎡前後にとどまるものの、2023年以降は増加する見込みである。特に、2025年

の供給面積は 306万㎡に達し、この供給面積は、森ヒルズタワー（延床面積約 38万㎡）のほか、汐留や品川駅

東口で大規模オフィスビルの竣工が集中した 2003年を上回ると見込まれている［図表 1］。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大規模再開発事業の進捗がオフィス供給面積の増加に寄与 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、全国各地で再開発の延期や見直しの事例がみられた。東京

都は、「新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた当面の都政の運営について（2020年 5月 5日）」の中で、

築地市場跡地の再開発手続きや市街地再開発など、都市開発の推進等に関する事業を、休止する事業の一

つとして通達した。しかし、東京 23区の再開発事業等において、工事の遅延などが一部で出ているようである

が、現在のところ計画の大きな見直しが公表された事例は見当たらない。 

［図表 2］は、2023年以降に竣工予定の大規模プロジェクト（概ね延床面積 20万㎡以上のプロジェクト）を整

理したものである。 

都心 5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区。以下、同じ）では、「虎ノ門・麻布台地区第一種市街

地再開発事業」や「品川開発プロジェクト（第Ⅰ期）」などの大規模プロジェクトが進んでいる。また、東京駅前の

中央区八重洲や新宿駅周辺などで多くの再開発事業が進められている。都心 5区の周辺区では、品川区大井

町駅周辺の「（仮称）広町地区開発計画」が 2022年度に工事着手予定である。また、中野サンプラザを再整備

する大規模複合開発「中野駅新北口駅前エリア拠点施設整備事業」の事業者に決定したグループが、中野区

と基本協定書を締結した。このように、2026年以降も大規模再開発事業の進捗がオフィス供給面積の増加に寄

与すると考えられる。 

さらに、今年の 3月に「内幸町一丁目街区」におけるまちづくり方針について関係権利者 10社が合意したほ

か、5月には東急百貨店本店跡地周辺の開発計画に向けて事業推進者 3社の間で合意するなど、コロナ下に

おいても新たな大規模プロジェクトの計画が公表されている。 
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［図表 1］東京 23区におけるオフィスビルの供給面積 

データ出所：都市未来総合研究所「Office Market Research」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（発行：2021 年 8 月） 

出所：事業者や地方公共団体の公表資料等を基に都市未来総合研究所が作成 

［図表 2］東京 23区における主な大規模プロジェクト（2023年以降竣工予定） 

注：［図表1］のデータとして集計されていないプロジェクトも含む 

 


